ヒキコモル リユウ ニ カンスル ジッショウテキ ケンキュウ by Sakai, Motohiro et al.
1 
ひきこもる理由に関する実証的研究 
 
境 泉洋 1) 植田健太 2) 嶋田洋徳 3) 
 
Evidence-based Research for Reason of 
Prolonged Social Withdrawal (Hikikomori) 
 
Motohiro SAKAI, Kenta UEDA, Hironori SHIMADA 
 
 
Abstract 
The purpose of this study was to conduct evidence based research for reason of 
Prolonged Social Withdrawal (Hikikomori). In this study, two hundreds forty eight 
parents who had individuals in the state of “Hikikomori” were asked to complete a 
questionnaire on the Reason of “Hikikomori” checklist (RHCL). Results of the factor 
analysis revealed that RHCL includes 16 items which consist of four factors 
including “Attention getting”, “Avoidance of social interaction”, “Avoidance of 
outing”, and “In-home reinforcement”. Furthermore, it was suggested that RHCL 
had sufficient internal consistency, criterion-related validity, content validity and 
construct validity. As a result of cluster analysis, “Avoidance of social interaction 
group”, “General avoidance group”, “General avoidance/ reinforced group”, and 
“Non-avoidance/non-reinforced group” were revealed. Finally, the utility of RHCL 
and the future study on intervention for individuals in the state of “Hikikomori” 
were also discussed. 
 
Key words: Hikikomori, reason, family’s point of view 
 
 
 
 
                                           
1）徳島大学大学院ソシオ・アーツ・アンド・サイエンス研究部 
2）キヤノンアネルバ株式会 
3）早稲田大学人間科学学術院
山本真由美
12 13− −
徳島大学　人間科学研究
第巻（）　−
社
2 
【問題と目的】 
ひきこもり状態に関するこれまでの疫
学調査によると，本邦においてひきこも
り状態にある人がいる世帯は 26 万世帯
（全世帯の 0.56％）であるとされている
（Koyama, et al., 2010）。これまでにも
ひきこもり状態にある人が示す様々な問
題行動の背景には精神疾患の存在が指摘
されるなど（近藤ほか，2007），近年ひき
こもり状態の実態は徐々に明らかにされ
つつある。 
厚生労働省から公刊された「ひきこも
りの評価・支援に関するガイドライン」
においては，ひきこもり状態の精神医学
的背景に応じた支援について３つの分類
がなされている（斎藤，2010）。第一は薬
物療法，第二は発達特性に応じた支援，
第三は心理・社会的支援となっている。
このような分類は，ひきこもり状態にあ
る人の背景に応じた効果的支援を実施す
る上で有益な観点を与えるものである。
しかしながら，行動論的観点に基づくひ
きこもり状態の実証的分類はいまだ行わ
れていない。 
一方で，不登校に関しては機能分析を
用いた分類がある。例えば，Kearney, et al. 
(1990)は，不登校を査定するために登校
拒 否 評 価 尺 度 (School Refusal 
Assessment Scale)を作成し，不登校の機
能として，（１）注意獲得あるいは分離不
安，（２）家の中でテレビを見るや友だち
と接するなどの強化子の随伴，（３）学校
での嫌悪的な社会的対人交流状況からの
回避，（４）学校における特定の恐怖から
の，あるいは一般的な過度の不安からの
回避，の４つが存在することを示してい
る。また，小野ほか（2001）は，ひきこ
もり状態の機能として，「特定の状況から
の回避」，「家の中でいることで強化を受
けていること」，「親からの注意獲得」が
あることを指摘している。さらに杉山
（1989）は，ひきこもり状態にある人に
関して，「対人交流からの回避」を阻止す
る必要性を示唆している。以上のことか
ら，理論的にはひきこもり状態の機能分
析を行うにあたり，ひきこもり状態は（１）
家族の注意の獲得，（２）家の中での環境
からの強化子の随伴，（３）対人交流から
の回避，（４）社会的状況の回避，などの
機能によって維持されていると考えられ
る。 
しかしながら，これらのひきこもり状
態の機能的側面に関する実証的研究は行
われていない。ところが，ひきこもり状
態の機能を検討する際に，従来の応用行
動分析の領域で主に行われてきた直接行
動観察や，行動実験を用いての機能の特
定という方法（Haynes , et al.，1990； 
Iwata, et al., 1994; Matson, et al., 1999）
は，直接医療機関を訪れることが少ない
ひきこもり状態にある人に対して適用す
ることは困難である。そこで本研究では，
ひきこもり状態の機能を家族からの情報
によってある程度推測できる尺度を作成
し，ひきこもり状態の理由を明らかにす
ることを目的とする。このようなひきこ
もり状態の機能的側面が明らかにされる
ことによって，代表的な理由に応じた効
果的な行動論的介入の実施が可能になる
と考えられる。 
なお，本研究においては，境ほか（2009）
の研究に従って，ひきこもり状態を「就
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労・就学といった社会参加をすべき年齢
にあるにもかかわらず，社会参加をして
いない状態」と定義する。 
 
【方 法】 
１．ひきこもる理由チェックリスト
（Reason of Hikikomori Checklist；以下，
RHCL）暫定版の作成  
ひきこもり状態にある人の外出をしな
い理由を測定する項目を作成するために，
臨床心理学を専攻する大学院生 10 名，臨
床心理学を専攻とする大学院を修了し，
心理専門職に就くもの３名，臨床心理学
を専門とする大学教員１名を対象に，先
行研究で示唆されている，（１）家族の注
意獲得，（２）家の中でいることで強化を
受けている，（３）対人交流からの回避，
（４）全般的な回避，という４つの機能
的側面について，「ひきこもり状態にある
人の外出行動に関して，これらの機能が
疑われる時に，実際の面接場面において，
どのように尋ねますか」という教示のも
とに項目を収集した。その結果 137 項目
が収集された。その後，回答者とは異な
る臨床心理学を専攻する大学院生１名と
臨床心理学を専門とする大学教員１名
（臨床心理士）が，①想定されている理
由を尋ねる項目として内容的妥当性があ
る，②内容が重複していない，の２点の
基準を用いて項目の整理を行った結果，
60 項目が選定された。その後，項目の選
定とはさらに別の臨床心理学を専門とす
る大学教員１名（臨床心理士）が項目の
内容的妥当性の確認を行った。その結果，
60 項目が収集され，これら 60 項目を用
いて RHCL 暫定版を構成した。 
２．本調査 
（１）調査対象者 
ひきこもり状態にある人を家族に持つ
326 名を対象とした。そのうち，次の基
準に該当する対象者のデータが分析に用
いられた。①本研究のひきこもり状態の
定義に当てはまる対象者について回答し
ている，②記入漏れが各尺度の 10％以内
である。なお，記入漏れのある対象者に
ついては，その項目の最頻値を代入した。
③ひきこもり状態にある人の親であるこ
と。これらの基準に該当する 248 名（母
親 181 名，父親 67 名）の回答が分析に用
いられた。親のみを対象としたのは，本
調査の対象者の 97.7％が親であり，親以
外の回答者が兄妹や親戚などとなってお
り，親以外の対象者を含めると回答者の
均質性が保てないと考えられたためであ
る。 
ひきこもり状態にある人の性別は男性
210 名，女性 36 名，不明２名であり，平
均年齢 27.77±5.99（範囲 15-48）歳，平
均ひきこもり期間 88.78±55.51（範囲
6-276）ヶ月，１ヶ月の外出日数は平均
10.34±9.30（範囲 0-30）日，一回あたり
の外出時間は平均 129.77±142.92（範囲
0-720）分であった。 
また，統制群として，ひきこもり状態
でない人を家族にもつ 112 名を対象に調
査を行った。そのうち，ひきこもり群と
同様に①記入漏れが各尺度の 10％以内で
ある。記入漏れのある対象者については，
その項目の最頻値を代入した。②ひきこ
もり状態でない人の親であること。これ
らの基準に該当する 84 名（母親 59 名，
父親 25 名）の回答が統制群として解析に
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用いられた。評定の対象となった人の性
別は男性 43 名，女性 41 名，であり，平
均年齢 25.57±7.99（範囲 12-47）歳であ
った。 
（２）調査材料 
①フェイスシート 
フェイスシートでは，調査対象者が評
定する対象が本研究のひきこもり状態の
定義に当てはまるか回答を求めた。また，
評定対象者の性別，年齢，ひきこもり期
間，一ヶ月あたりの外出日数に関して回
答を求めた。調査対象者については，評
定する対象との続柄について回答を求め
た。 
②RHCL 暫定版 
予備調査で作成された 60 項目を，
RHCL 暫定版として用いた。RHCL 暫定
版では，項目に示された行動をとる程度
がひきこもり状態にある人に対してどの
程度当てはまるかについての回答を７件
法（「０．まったくしない」，「１．ほとん
どしない」，「２．しないことが多い」，「３．
しない場合とする場合が半々ぐらい」，
「４．することが多い」，「５．ほとんど
する」，「６．必ずする」）で求めた。 
（３）調査時期および実施方法 
調査の実施時期は，2004 年８月～12
月に 25 都道府県で開催されたひきこも
り親の会の定例会において行われた。調
査実施に先立ち「ひきこもり親の会」の
主催者に調査の趣旨を説明し，調査票の
配布に関する承諾を得た。そして，調査
実施の当日に親の会の主催者から「ひき
こもり親の会」の参加者に対して，調査
趣旨の説明と本調査で得られた情報の利
用方法について十分な説明が実施され，
調査への同意を得られた調査協力者のみ
に調査用紙が配布された。なお，本調査
への協力は強制ではないことが明示され
た。個人のプライバシーを考慮し，調査
用紙は無記名で実施され，個別に郵送に
て回収された。 
ひきこもり状態でない人の家族に対す
る調査は，2009 年 11 月～2010 年１月に
大学での授業，ひきこもり関連の講演会，
研修において集団配布，および個別配布
にて実施された。配布時には調査協力に
同意の得られた家族に調査用紙を配付し
た。なお，本調査への協力は強制ではな
いことが明示された。大学の授業におい
ては，学生に調査の趣旨を説明したうえ
で，質問紙と返信用封筒を親一人に渡し
てもらう方式で調査を実施した。また，
個人のプライバシーを考慮し，調査用紙
は個別に郵送にて回収された。 
 
【結 果】 
１．RHCL の探索的因子分析 
ひきこもり群の RHCL 暫定版 60 項目
の素点を用いて，最尤法プロマックス回
転による探索的因子分析を行った。スク
リープロット法により，４因子が抽出さ
れた。そこで，４因子基準で再度同様の
探索的因子分析を行った。その結果，因
子負荷量の大きさ（.50 以上），α係数，
および解釈可能性から，最終的に４因子
16 項目がひきこもる理由チェックリスト
の項目として抽出された。抽出された因
子と各項目の因子負荷量，α係数，項目
得点，項目の標準偏差，および因子間相
関をまとめたのが Table１である。 
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第Ⅰ因子には４項目が含まれ，内容と
しては，「41.あなたがかまってくれると
外出しないようですか」，「33．あなたの
関心が欲しいために，家にいることがあ
りますか」といった，ひきこもり状態に
ある人の親からの注意獲得に関わる項目
であった。したがって，この因子は「注
意獲得」であると考えられる。第Ⅱ因子
には４項目が含まれ，その内容は，「51.
家にいる時に誰かが訪ねてきても，その
人に会わないようするようですか」，「47.
玄関先に人が来ると自分の部屋にとじこ
もってしまいますか」などといった，対
人交流からの回避に関わる項目であった。
したがって，この因子は「対人回避」に
関するものであると考えることができる。
第Ⅲ因子には４項目が含まれ，「12.何か
を避けるために外出しないようですか」，
「20.家の外に何か避けたいことがあっ
て，外出しないようですか」といった，
外出行動の回避に関わる項目であった。
したがって，この因子は「外出回避」に
関するものであると考えることができる。
第Ⅳ因子には４項目が含まれ，「22.家の
中で自分の好きなことができるために，
家の中にいるようですか」，「18.家の中に
いることで何か楽しみや喜びを得ている
ようですか」といった，家の中にいるこ
とで強化を受けることに関しての項目で
あった。したがって，この因子は「家の
中での強化」であると考えることができ
る。 
 
２．信頼性の検討 
RHCL の内的整合性を検討するため，
RHCL のそれぞれの下位尺度について
Cronbachのα係数を求めた。また，下位
尺度に含まれる個々の項目を除いた場合
のα係数も同時に算出した。その結果，
「注意獲得」尺度のα係数は.86 であり，
下位尺度に含まれる個々の項目を削除し
たときのα係数は.80～.85 であった。次
に，「対人回避」尺度のα係数は.85 であ
り，下位尺度に含まれる個々の項目を削
除したときのα係数は.78～.87 であった。
「外出回避」尺度のα係数は.86 であり，
下位尺度に含まれる個々の項目を削除し
たときのα係数はいずれの項目を削除し
た場合でも.82 であった。最後に，「家の
中での強化」尺度のα係数は.82 であり，
下位尺度に含まれる個々の項目を削除し
たときのα係数は.74～.79 であった。こ
のことから，RHCL の４つの下位尺度に
は十分な内的整合性があると判断された。 
 
３．妥当性の確認 
基準関連妥当性を検討するために，
RHCL の下位尺度得点を独立変数，ひき
こもり群と統制群を従属変数とする判別
分析を行った結果，RHCL の下位尺度得
点による群の分類的中率は 97.8％であっ
た（Table２）。また，RHCL の下位尺度
得点を従属変数，群（ひきこもり群，統
制群）を独立変数とする t 検定を行った
（Table３）。その結果，対人回避，外出
回避，家の中での強化において群の主効
果が認められ（対人回避： t=21.02，
p<.01；外出回避：t=25.24，p<.01；家の
中での強化：t=4.04，p<.01），いずれに
おいてもひきこもり群の得点が統制群よ
りも高いことが示された。  
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４．RHCL 下位尺度得点によるクラスタ
ー分析 
ひきこもり状態の理由のタイプを検討
するために，ひきこもり群の RHCL 下位
尺度得点を用いて Ward 法によるクラス
ター分析を行った。その結果，デンドロ
グラムの形状から，４クラスターに分類
できると判断された（Fig.１）。４クラス
ターを独立変数，RHCL 下位尺度得点を
従属変数とした分散分析を行った結果，
「注意獲得」（F(3,244) = 78.14, p<.001），
「対人回避」（F(3,244) = 155.11, p<.001），
「外出回避」（F(3,244) = 64.23, p<.001），
「家の中での強化」（F(3,244) = 52.01, 
p<.001）についてそれぞれ有意な群の主
効果が認められた。多重比較の結果から，
クラスター1 は「対人回避」が高いことか
ら「対人回避群」，クラスター2 は「対人
回避」に加え「外出回避」が高いことか
ら「全般回避群」，クラスター3 は「対人
回避」，「外出回避」に加え「注意獲得」，
「家の中での強化」が高いことから「全
般回避／強化随伴群」，クラスター4 はい
ずれの下位尺度得点も低いことから，「無
回避／無強化群」とした。それぞれの群
は，「対人回避群」が 59 名，「全般回避群」
が 97 名，「全般回避／強化随伴群」が 34
名，「無回避／無強化群」が 58 名であっ
た。 
 
５．クラスター間の比較 
 ４つのクラスター間でひきこもり本人
の性別，年齢，ひきこもり期間，１ヶ月
の外出日数，一回あたりの外出時間に差
がないかを検討した結果，いずれにおい
ても有意な差は認められなかった（性
別：χ2=3.32, n.s.；年齢：F=0.53, n.s.；
期間：F=1.24, n.s.；外出日数：F=2.17, 
n.s.；外出時間：F=0.80, n.s.）。 
 
【考 察】 
本研究の目的は，ひきこもり状態の理
由に関する実証的研究を行うことであっ
た．また，作成された尺度を用いてひき
こもり状態の分類を行った。 
探索的因子分析の結果，RHCL は「対
人回避」，「注意獲得」，「外出回避」，「家
の中での強化」という４つの因子から構
成されていることが明らかにされた。内
的整合性の観点から信頼性を検討した結
果，RHCL には高い信頼性があることが
示された。 
妥当性に関しては，統制群との比較や
RHCL によるひきこもり群と統制群の分
類的中率から十分な基準関連妥当性が確
認された。内容的妥当性に関しては，項
目収集の段階で臨床心理学の専門的な知
識を有していると考えられる大学院生 10
名と大学教員１名から項目を収集してい
る。また，項目選定の段階で２名の心理
学を専門とする大学教員（臨床心理士）
から，２段階の項目の確認を受けている。
これらのことから，RHCL は十分な内容
的妥当性を有していると考えられる。さ
らに，構成概念妥当性に関しては，先行
研究（Kearney, et al.，1990 など）から
想定された（１）親の注意獲得，（２）家
の中でいることで強化を受けている，（３）
対人交流からの回避，（４）全般的な回避，
と一致する因子が抽出されていることか
ら，RHCL は高い構成概念妥当性を有し
ていると考えられる。これらの結果から，
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RHCL は十分な信頼性と高い妥当性を有
した尺度であると考えられる。 
ひきこもり群と統制群との比較やクラ
スター分析の結果から，ひきこもり状態
の多くは対人回避や外出回避といった回
避と家の中での強化によって維持されて
いる可能性が示唆された。また，探索的
因子分析によって抽出された各因子の項
目得点は，対人回避，外出回避，家の中
での強化，注意獲得の順で高く，ひきこ
もり状態の理由として対人回避，外出回
避が主要な理由になっていると言える。
これらのことから，ひきこもり状態にあ
る人への支援においては，回避行動を低
減するための介入が有効と考えられる。 
また，ひきこもり状態のもう一つの理
由である家の中での強化を除去する支援
方法も有効と考えられる。しかし，ひき
こもり状態にある人は家族に対する攻撃
的行動などを示すことが報告されており
（境ほか，2004），家の中での強化を除去
した場合に家族に危害が及ぶ可能性があ
る。こうした事態を避けるためには，家
庭内暴力が起こる可能性や家庭内暴力が
起こった場合の危機対応などを考慮した
上で，家の中での強化を除去する手続き
を行う必要がある。 
一方で本研究の結果から，注意獲得の
ためにひきこもり状態になることは少な
いといえる。この結果は，不登校とひき
こもり状態の質的差異を示唆するもので
あると考えられる。不登校とひきこもり
状態は，回避や家の中での強化は共通し
ているが，注意獲得は不登校のみにおい
て指摘されている機能であり（Kearney, 
et al., 1990；小野ほか，2001），不登校と
ひきこもり状態の差異を特徴づける機能
である可能性がある。この点については，
さらなる検証が必要である。 
今後の課題として，本調査の対象者の
うち，同一のひきこもり本人について両
親で回答している対象者がいた可能性が
ある。もし，このような対象者がいたと
すれば，同一のひきこもり本人について 2
つのデータが含まれていたことになり，
研究結果に何らかの影響を及ぼした可能
性は否めない。今後は，両親で回答して
いただく際には，どちらかの親にだけ回
答していただくといった調査方法の改善
が必要である。 
さらに，本研究で焦点を当てた 4 つの
機能以外にひきこもる理由がないのかに
ついて検証する必要がある。また，クラ
スター分析において抽出された無回避／
無強化群のように，依然として，ひきこ
もり状態の理由が特定出来なかった一群
が存在する。こうした点については，本
研究では想定していなかった他の理由が
存在する可能性について検討していく必
要がある。 
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